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第一部【企業情報】

 

第１【企業の概況】

 

１【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第21期

中間連結会計期間
第22期

中間連結会計期間
第21期

会計期間
自 2023年４月１日
至 2023年９月30日

自 2024年４月１日
至 2024年９月30日

自 2023年４月１日
至 2024年３月31日

収益 (百万円) 399,558 427,853 946,776

経常利益 (百万円) 3,562 9,799 37,815

親会社株主に帰属する
当期純利益
又は親会社株主に帰属する
中間純損失（△）

(百万円) △10,872 △4,989 24,923

中間包括利益又は包括利益 (百万円) 10,272 8,393 37,857

純資産額 (百万円) 388,353 412,281 409,200

総資産額 (百万円) 962,343 936,326 1,035,014

１株当たり当期純利益
又は１株当たり中間純損失（△）

(円) △29.60 △13.59 67.87

潜在株式調整後１株当たり
中間(当期)純利益

(円) － － 67.86

自己資本比率 (％) 37.8 41.4 37.2

営業活動によるキャッシュ・フロー (百万円) △23,587 1,476 9,883

投資活動によるキャッシュ・フロー (百万円) △11,465 △13,462 6,329

財務活動によるキャッシュ・フロー (百万円) 26,859 △16,876 1,097

現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高

(百万円) 154,303 154,748 180,067
 

(注) １．当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．第21期中間連結会計期間及び第22期中間連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、

潜在株式は存在するものの、１株当たり中間純損失であるため、記載しておりません。

 

２【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容につい

て、重要な変更はありません。
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第２【事業の状況】

 

１【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、当半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、経営者が

連結会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識している主

要なリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありませ

ん。

 
２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(１)　経営成績

当中間連結会計期間(2024年４月１日～2024年９月30日)における日本経済は、企業による設備投資や個人消費の

緩やかな持ち直しによって、回復基調が継続しました。国内広告市場（注１）は、経済状況を反映し、前年を上回

るペースで推移しております。このような環境下、当社グループは、2027年３月期を最終年度とする中期経営計画

に則り、積極的な事業展開を継続してまいりました。その結果、売上高（注２）は7,353億93百万円（前年同期比

5.4％増収）、収益は4,278億53百万円（同7.1％増収）となりました。

当中間連結会計期間の売上高を種目別に見ますと、インターネットメディア、テレビ、アウトドアメディアが前

年同期を上回る伸びとなり、メディア合計としては増収となりました。メディア以外においても、マーケティング/

プロモーションでの大型案件が貢献し、前年同期を大きく上回りました。

また、得意先業種別では前年同期比で、「家庭用品」、「医療・教育・宗教」などで下回りましたが、「官公

庁・団体」、「情報・通信」などで大きく上回り、21業種中、13業種が前年同期を上回りました。（注３）

売上総利益に関しても、1,835億46百万円（同4.8％増加）と前年同期より84億56百万円の増加となりました。な

お、このうち国内事業については1,334億59百万円と4.8％の増加、海外事業についてはアジアにおいて堅調に推移

したことに加えて為替影響もあり、530億30百万円と5.8％の増加となりました。

販売費及び一般管理費は、前年同期とほぼ同水準で推移した結果、営業利益は88億76百万円（同559.4％増加）、

経常利益は97億99百万円（同175.1％増加）となりました。

これに特別利益13億75百万円及び、北米における構造改革関連費用などの特別損失70億92百万円を計上し、税金

等調整前中間純利益は40億81百万円(前年同期は11億53百万円の純損失)となりました。また、法人税等の税金負担

額79億37百万円及び非支配株主に帰属する中間純利益11億34百万円を差し引いた結果、親会社株主に帰属する中間

純損失は49億89百万円(前年同期は108億72百万円の純損失)となりました。

 

(注１)「特定サービス産業動態統計調査」（経済産業省）によります。

(注２)「売上高」は従前の会計基準に基づくものですが、財務諸表利用者にとって有用であると考えていることか

ら、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号2020年３月31日）等に準拠した開示ではないもの

の、自主的に開示しております。

(注３) 当社の社内管理上の区分と集計によります。
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(２)　財政状態

当中間連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ986億88百万円減少し、9,363億26百万円となりまし

た。主な増減は、受取手形及び売掛金の減少706億16百万円、現金及び預金の減少258億83百万円、棚卸資産の増加

29億22百万円であります。

負債は、前連結会計年度末に比べ1,017億69百万円減少し、5,240億44百万円となりました。主な増減は、支払手

形及び買掛金の減少505億17百万円、賞与引当金の減少170億２百万円であります。

純資産は、前連結会計年度末に比べ30億81百万円増加し、4,122億81百万円となりました。主な増減は、為替換算

調整勘定の増加145億38百万円、利益剰余金の減少108億63百万円、自己株式の減少２億64百万円であります。

 
(３)　キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間末の現金及び現金同等物の残高は1,547億48百万円となり、前年同期より４億44百万円の増加

(前連結会計年度末より253億19百万円の減少)となりました。

＜営業活動によるキャッシュ・フロー＞

営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前中間純利益(40億81百万円)の計上、賞与引当金の減少(△

170億37百万円)、売上債権の減少(773億73百万円)、棚卸資産の増加(△22億87百万円)、仕入債務の減少(△551億

67百万円)、法人税等の支払(△69億71百万円)等の結果、14億76百万円の収入（前年同期は235億87百万円の支出)

となりました。

＜投資活動によるキャッシュ・フロー＞

投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得による支出(△16億円)、無形固定資産の取得によ

る支出(△50億22百万円)、投資有価証券の取得による支出（△17億77百万円）、投資有価証券の売却による収入

(11億96百万円)、子会社株式及び出資金の取得による支出（△39億89百万円）等があったため、134億62百万円の

支出(前年同期は114億65百万円の支出)となりました。

＜財務活動によるキャッシュ・フロー＞

財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金の減少(△86億８百万円)、長期借入金の返済による支出

（△10億87百万円）、配当金の支払額(△58億73百万円)等があったため、168億76百万円の支出(前年同期は268億

59百万円の収入)となりました。

 
(４)　優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当中間連結会計期間において、当連結会社の優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。

 
(５)　研究開発活動

該当事項はありません。

 
３【経営上の重要な契約等】

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

 

１【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 1,500,000,000

計 1,500,000,000
 

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在

発行数(株)
(2024年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2024年11月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 389,559,436 389,559,436
東京証券取引所
プライム市場

単元株式数　100株

計 389,559,436 389,559,436 ― ―
 

（注）発行済株式のうち1,001,336株は、譲渡制限付株式報酬として、金銭報酬債権（1,581百万円）を出資の

目的とする現物出資により発行したものです。

また、発行済株式のうち693,244株は、譲渡制限付株式報酬として、自己株式を処分した際の現物出資

（金銭報酬債権917百万円）によるものです。

 
(2)【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 
②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 
(3)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金
増減額
(百万円)

資本金
残高

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

2024年４月１日～
2024年９月30日

― 389,559,436 ― 10,790 ― 154,329
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(5)【大株主の状況】

2024年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式(自己株式を
除く。)の総数に対する
所有株式数の割合(％)

公益財団法人博報堂教育財団 東京都千代田区内幸町２丁目２-３ 71,005,350 19.32

日本マスタートラスト信託銀行株
式会社（信託口）

東京都港区赤坂１丁目８-１ 35,729,300 9.72

一般社団法人博政会 東京都豊島区目白１丁目３-17 18,320,000 4.98

株式会社日本カストディ銀行（信
託口）

東京都中央区晴海１丁目８-12 12,906,600 3.51

株式会社朝日新聞社 東京都中央区築地５丁目３-２ 11,223,490 3.05

一般社団法人フラタニテ 東京都中央区京橋１丁目３-１ 11,000,000 2.99

STATE STREET BANK AND TRUST
COMPANY 505001
（常任代理人　株式会社みずほ銀
行　決済営業部)

ONE CONGRESS STREET, SUITE 1,
BOSTON, MASSACHUSETTS U.S.A.
（東京都港区港南２－15－１　品
川インターシティA棟）

9,250,602 2.51

日本テレビ放送網株式会社 東京都港区東新橋１丁目６-１ 8,620,000 2.34

博報堂ＤＹホールディングス社員
持株会

東京都港区赤坂５丁目３-１ 8,240,217 2.24

第一生命保険株式会社 東京都千代田区有楽町１丁目13-１ 6,930,500 1.88

計 ― 193,226,059 52.59
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(6)【議決権の状況】

①【発行済株式】

2024年９月30日現在

区分 株式数（株）
議決権の数
（個）

内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
 (自己保有株式)

― ―
普通株式 22,171,800

完全議決権株式(その他) 普通株式 367,358,700 3,673,587 ―

単元未満株式 普通株式 28,936 ― １単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 389,559,436 ― ―

総株主の議決権 ― 3,673,587 ―
 

(注) 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株含まれておりま

す。また、「議決権の数」の欄には、同機構名義の議決権10個が含まれております。

 

②【自己株式等】

2024年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社博報堂ＤＹホー
ルディングス

東京都港区赤坂５丁目３-１ 22,171,800 ― 22,171,800 5.69

計 ― 22,171,800 ― 22,171,800 5.69
 

 
２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

 

 

１．中間連結財務諸表の作成方法について

当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(1976年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 
２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間(2024年４月１日から2024年９月30

日まで)に係る中間連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による期中レビューを受けております。
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１【中間連結財務諸表】

(1) 【中間連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当中間連結会計期間
(2024年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 184,527 158,643

  受取手形及び売掛金 ※3  402,158 331,542

  有価証券 11,506 11,242

  棚卸資産 ※1  41,250 ※1  44,172

  短期貸付金 506 669

  その他 51,179 43,806

  貸倒引当金 △740 △574

  流動資産合計 690,388 589,504

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物 43,577 44,829

    減価償却累計額 △19,963 △21,411

    建物及び構築物（純額） 23,614 23,417

   土地 9,605 9,527

   その他 54,896 57,155

    減価償却累計額 △27,148 △30,910

    その他（純額） 27,748 26,244

   有形固定資産合計 60,968 59,189

  無形固定資産   

   ソフトウエア 22,939 24,404

   のれん 65,075 65,596

   その他 16,468 16,801

   無形固定資産合計 104,482 106,801

  投資その他の資産   

   投資有価証券 138,836 138,784

   長期貸付金 566 559

   退職給付に係る資産 8,666 8,877

   繰延税金資産 1,568 274

   その他 31,267 34,016

   貸倒引当金 △1,729 △1,683

   投資その他の資産合計 179,175 180,830

  固定資産合計 344,625 346,821

 資産合計 1,035,014 936,326
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当中間連結会計期間
(2024年９月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 ※3  265,557 215,040

  短期借入金 15,343 6,198

  1年内返済予定の長期借入金 1,174 552

  未払費用 25,617 26,901

  未払法人税等 12,146 5,354

  賞与引当金 31,815 14,813

  役員賞与引当金 975 371

  その他 86,263 69,595

  流動負債合計 438,894 338,827

 固定負債   

  長期借入金 134,634 134,583

  繰延税金負債 4,200 5,247

  役員退職慰労引当金 513 561

  退職給付に係る負債 15,494 15,280

  その他 32,076 29,543

  固定負債合計 186,919 185,216

 負債合計 625,813 524,044

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 10,790 10,790

  資本剰余金 - 56

  利益剰余金 347,977 337,114

  自己株式 △21,038 △20,773

  株主資本合計 337,730 327,187

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 34,612 34,204

  繰延ヘッジ損益 730 △87

  為替換算調整勘定 15,135 29,673

  退職給付に係る調整累計額 △3,258 △2,994

  その他の包括利益累計額合計 47,220 60,796

 新株予約権 211 211

 非支配株主持分 24,037 24,086

 純資産合計 409,200 412,281

負債純資産合計 1,035,014 936,326
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(2)【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

           (単位：百万円)

          前中間連結会計期間
(自 2023年４月１日
　至 2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
　至 2024年９月30日)

収益 399,558 427,853

売上原価 224,467 244,307

売上総利益 175,090 183,546

販売費及び一般管理費   

 給料及び手当 77,946 80,236

 退職給付費用 3,555 3,751

 賞与引当金繰入額 14,518 12,034

 役員退職慰労引当金繰入額 71 77

 役員賞与引当金繰入額 312 292

 のれん償却額 6,160 6,559

 貸倒引当金繰入額 589 △31

 その他 70,589 71,749

 販売費及び一般管理費合計 173,744 174,670

営業利益 1,346 8,876

営業外収益   

 受取利息 264 399

 受取配当金 1,395 1,376

 為替差益 1,299 -

 投資事業組合運用益 - 1,257

 その他 1,055 1,039

 営業外収益合計 4,014 4,072

営業外費用   

 支払利息 585 580

 為替差損 - 1,360

 持分法による投資損失 171 655

 投資事業組合運用損 517 -

 その他 524 552

 営業外費用合計 1,798 3,150

経常利益 3,562 9,799

特別利益   

 投資有価証券売却益 1,271 269

 関係会社株式売却益 21 903

 その他 7 202

 特別利益合計 1,299 1,375

特別損失   

 特別退職金 718 747

 固定資産除却損 212 307

 減損損失 571 2,315

 投資有価証券評価損 3,759 1,765

 事業整理損 - 738

 その他 753 1,218

 特別損失合計 6,014 7,092

税金等調整前中間純利益又は税金等調整前中間純損
失（△）

△1,153 4,081

法人税、住民税及び事業税 7,611 5,032

法人税等調整額 439 2,904

法人税等合計 8,051 7,937

中間純損失（△） △9,204 △3,855

非支配株主に帰属する中間純利益 1,668 1,134

親会社株主に帰属する中間純損失（△） △10,872 △4,989
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【中間連結包括利益計算書】

           (単位：百万円)

          前中間連結会計期間
(自 2023年４月１日
　至 2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
　至 2024年９月30日)

中間純損失（△） △9,204 △3,855

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 12,770 △708

 繰延ヘッジ損益 △1,672 △1,570

 為替換算調整勘定 7,988 14,225

 退職給付に係る調整額 340 263

 持分法適用会社に対する持分相当額 50 38

 その他の包括利益合計 19,477 12,248

中間包括利益 10,272 8,393

（内訳）   

 親会社株主に係る中間包括利益 10,405 8,585

 非支配株主に係る中間包括利益 △132 △192
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(3)【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前中間連結会計期間
(自 2023年４月１日
　至 2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
　至 2024年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 
税金等調整前中間純利益又は税金等調整前中間
純損失（△）

△1,153 4,081

 減価償却費 5,904 6,330

 減損損失 571 2,315

 のれん償却額 6,160 6,559

 賞与引当金の増減額（△は減少） △24,919 △17,037

 役員賞与引当金の増減額（△は減少） △845 △599

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 234 △161

 役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 51 65

 貸倒引当金の増減額（△は減少） 645 △143

 受取利息及び受取配当金 △1,659 △1,775

 支払利息 585 580

 為替差損益（△は益） △1,264 1,396

 持分法による投資損益（△は益） 171 655

 投資有価証券売却損益（△は益） △1,251 △269

 投資有価証券評価損益（△は益） 3,759 1,765

 特別退職金 718 747

 売上債権の増減額（△は増加） 95,916 77,373

 棚卸資産の増減額（△は増加） △17,414 △2,287

 仕入債務の増減額（△は減少） △74,638 △55,167

 前受金の増減額（△は減少） 4,171 △9,255

 預り金の増減額（△は減少） △927 △7,573

 退職給付に係る資産の増減額（△は増加） 159 99

 その他 △16,227 1,170

 小計 △21,250 8,871

 利息及び配当金の受取額 1,806 1,865

 利息の支払額 △440 △586

 特別退職金の支払額 △787 △1,702

 法人税等の支払額 △2,916 △6,971

 営業活動によるキャッシュ・フロー △23,587 1,476
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           (単位：百万円)

          前中間連結会計期間
(自 2023年４月１日
　至 2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
　至 2024年９月30日)

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の預入による支出 △658 △1,518

 定期預金の払戻による収入 539 1,822

 有形固定資産の取得による支出 △3,181 △1,600

 有形固定資産の売却による収入 10 259

 無形固定資産の取得による支出 △5,346 △5,022

 投資有価証券の取得による支出 △3,514 △1,777

 投資有価証券の売却による収入 1,923 1,196

 出資金の払込による支出 △35 △979

 
連結の範囲の変更を伴う子会社株式及び出資金
の取得による支出

△1,048 △1,058

 
連結の範囲の変更を伴う子会社株式及び出資金
の取得による収入

66 22

 
連結の範囲の変更を伴う子会社株式及び出資金
の売却による支出

- △381

 
連結の範囲の変更を伴う子会社株式及び出資金
の売却による収入

9 -

 子会社株式及び出資金の取得による支出 △2,647 △3,989

 敷金の差入による支出 △206 △978

 敷金の回収による収入 447 1,040

 短期貸付金の増減額（△は増加） 22 △106

 長期貸付けによる支出 △46 △3

 長期貸付金の回収による収入 785 10

 金銭債権信託受益権の増減額（△は増加） 1,646 -

 その他 △230 △398

 投資活動によるキャッシュ・フロー △11,465 △13,462

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の増減額（△は減少） 47,180 △8,608

 長期借入れによる収入 92 -

 長期借入金の返済による支出 △4,689 △1,087

 ファイナンス・リース債務の返済による支出 △687 △726

 自己株式の取得による支出 △3,286 △0

 子会社の自己株式の取得による支出 - △0

 
連結の範囲の変更を伴わない子会社株式及び出
資金の売却による収入

- 59

 
連結の範囲の変更を伴わない子会社株式及び出
資金の取得による支出

△5,219 △126

 配当金の支払額 △5,898 △5,873

 非支配株主への配当金の支払額 △1,293 △888

 非支配株主からの払込みによる収入 645 378

 その他 17 △3

 財務活動によるキャッシュ・フロー 26,859 △16,876

現金及び現金同等物に係る換算差額 3,414 3,543

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △4,778 △25,319

現金及び現金同等物の期首残高 159,081 180,067

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※1  154,303 ※1  154,748
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項はありません。

 

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

(1) 連結の範囲の重要な変更

当中間連結会計期間より、(株)The Yellow Sheepの株式を取得したため、連結の範囲に含めております。

また、eMFORCE Inc.の全株式を譲渡したため、連結の範囲から除外しております。

 
(2) 持分法適用の範囲の重要な変更

該当事項はありません。

 
(会計方針の変更等)

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日。以下「2022年改

正会計基準」という。）等を当中間連結会計期間の期首から適用しております。

法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第20－

３項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第28号　2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」という。）第65－２項(2)ただし書きに定める経過的な取

扱いに従っております。なお、当該会計方針の変更による中間連結財務諸表への影響はありません。

また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の連結財務諸表

における取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を当中間連結会計期間の期首から適用

しております。当該会計方針の変更は、遡及適用され、前中間期及び前連結会計年度については遡及適用後の中

間連結財務諸表及び連結財務諸表となっております。なお、当該会計方針の変更による前中間期の中間連結財務

諸表及び前連結会計年度の連結財務諸表への影響はありません。
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(中間連結貸借対照表関係)

※１　棚卸資産

当社グループの棚卸資産は、広告関連業務に関する諸権利、進行中業務に関する費用等多種多様であり、適切

に区分することができませんので、一括して表示しております。

 
　２　偶発債務

従業員の住宅融資制度による金融機関からの借入に対して、以下のとおり債務保証を行っております。

 
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当中間連結会計期間
(2024年９月30日)

従業員 27百万円 21百万円

　合計 27百万円 21百万円
 

 
※３　中間連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。なお、

前連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形が、前連結会計年度末残高に含まれ

ております。

 
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当中間連結会計期間
(2024年９月30日)

受取手形 36百万円 －百万円

支払手形 174百万円 －百万円
 

 
(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前中間連結会計期間
(自 2023年４月１日
至 2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年９月30日)

現金及び預金 158,619百万円 158,643百万円

有価証券 13,670百万円 11,242百万円

　　　計 172,290百万円 169,886百万円

預入期間が３か月超の定期預金 △4,315百万円 △3,895百万円

ＭＭＦ及びＣＰ以外の有価証券 △13,670百万円 △11,242百万円

現金及び現金同等物 154,303百万円 154,748百万円
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(株主資本等関係)

前中間連結会計期間（自 2023年４月１日　至 2023年９月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年６月29日
定時株主総会

普通株式 5,904 16.00 2023年３月31日 2023年６月30日 利益剰余金

 

 

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となる

もの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年11月13日
取締役会

普通株式 5,873 16.00 2023年９月30日 2023年12月４日 利益剰余金

 

 

 
当中間連結会計期間（自 2024年４月１日　至 2024年９月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年６月27日
定時株主総会

普通株式 5,873 16.00 2024年３月31日 2024年６月28日 利益剰余金

 

 

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となる

もの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年11月13日
取締役会

普通株式 5,878 16.00 2024年９月30日 2024年12月６日 利益剰余金
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間連結会計期間（自 2023年４月１日 至 2023年９月30日）

　当社及び当社の連結子会社は、新聞、雑誌、ラジオ、テレビ、デジタルメディア等各種媒体における広告

業務の取り扱い、及び広告表現に関する企画、制作並びにマーケティング、PR等のサービスの提供を主たる

業務としており、事業を集約し単一セグメントとしているため記載を省略しております。

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自 2024年４月１日 至 2024年９月30日）

　当社及び当社の連結子会社は、新聞、雑誌、ラジオ、テレビ、デジタルメディア等各種媒体における広告

業務の取り扱い、及び広告表現に関する企画、制作並びにマーケティング、PR等のサービスの提供を主たる

業務としており、事業を集約し単一セグメントとしているため記載を省略しております。

 
(企業結合等関係)

重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 

(収益認識関係)

収益の分解情報

　　　　　(単位：百万円)

 
前中間連結会計期間
(自　2023年４月１日
至　2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
至　2024年９月30日)

地域別   

 日本 271,520 301,644

 海外 120,671 121,678

顧客との契約から生じる収益 392,191 423,323

その他の収益 7,366 4,530

合計 399,558 427,853
 

(注) 収益は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。
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(１株当たり情報)

１株当たり中間純損失及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以

下のとおりであります。

 

項目
前中間連結会計期間
(自 2023年４月１日
至 2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年９月30日)

(1) １株当たり中間純損失(△) △29円60銭 △13円59銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純損失(△) （百万円） △10,872 △4,989

普通株主に帰属しない金額 （百万円） － －

親会社株主に帰属する中間純損失(△) (百万円) △10,872 △4,989

普通株式の期中平均株式数 (千株) 367,333 367,191

(2) 潜在株式調整後１株当たり中間純利益 － －

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益調整額
(百万円)

－ －

(うち、連結子会社及び持分法適用関連会社の潜在
株式による調整額) (百万円)

－ －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当
たり中間純利益の算定に含めなかった潜在株式で、
前連結会計年度末から重要な変動があったものの概
要

－ －

 

(注)　潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式は存在するものの、１株当たり中間純損失で

あるため、記載しておりません。

 

EDINET提出書類

株式会社博報堂ＤＹホールディングス(E05410)

半期報告書

19/24



 

(重要な後発事象)

（社債の発行）

当社は、2024年９月19日に開催した取締役会の決議に基づき、2024年10月10日を払込期日とする第１回及び

第２回国内無担保普通社債を発行しております。

その概要は次のとおりであります。

 
１．株式会社博報堂ＤＹホールディングス第１回無担保社債（社債間限定同順位特約付）

(1) 社債総額　：金10,000百万円

(2) 発行価格　：各社債の金額100円につき金100円

(3) 利率　　　：年0.653％

(4) 償還期限　：2027年10月８日

(5) 払込期日　：2024年10月10日

(6) 償還方法　：満期一括償還

(7) 担保　　　：本社債には担保及び保証は付されておらず、また本社債のために特に留保されている資

産はありません。

(8) 資金使途　：借入金返済資金

 
２．株式会社博報堂ＤＹホールディングス第２回無担保社債（社債間限定同順位特約付）

(1) 社債総額　：金20,000百万円

(2) 発行価格　：各社債の金額100円につき金100円

(3) 利率　　　：年0.770％

(4) 償還期限　：2029年10月10日

(5) 払込期日　：2024年10月10日

(6) 償還方法　：満期一括償還

(7) 担保　　　：本社債には担保及び保証は付されておらず、また本社債のために特に留保されている資

産はありません。

(8) 資金使途　：借入金返済資金
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２【その他】

第22期(2024年４月１日から2025年３月31日まで)中間配当については、2024年11月13日開催の取締役会におい

て、2024年９月30日の最終の株主名簿に記載された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしま

した。

① 中間配当金の総額 5,878百万円

② １株当たりの中間配当額 16円

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日 2024年12月６日
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書
 

2024年11月14日

株式会社博報堂ＤＹホールディングス

　取締役会 御中

 

有限責任 あずさ監査法人

　　東京事務所
 

 

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 　宍　戸　通　孝  

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 　新　井　浩　次  

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 　髙　橋　　　毅  

 

 
監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社博報堂

ＤＹホールディングスの2024年４月１日から2025年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2024年４月１日

から2024年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結

包括利益計算書、中間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる企業会計の基準に準拠して、株式会社博報堂ＤＹホールディングス及び連結子会社の2024年９月30日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと

信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 
監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載

されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、

また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手した

と判断している。

 
中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し

適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表

示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切

であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事

項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。
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中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レ

ビュー手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が

認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正

妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか

結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中

間連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適

切でない場合は、中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人

の結論は、期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企

業として存続できなくなる可能性がある。

・　中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

ていないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表

示、構成及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事

項が認められないかどうかを評価する。

・　中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監

査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発

見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

 
利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 
　以　上

 
 

(注) １．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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